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３ 合憲性審査の判断枠組みにおける司法権と
立法権の関係
多数意見３^アは，衆議院議員の選挙における
投票価値の較差の合憲性の審査が段階を経て行わ
れてきており，その根拠が憲法の予定している司
法権と立法権との関係にあるとし，その判断枠組
みのうちの|の段階である合理的期間内における
是正の有無についても，司法権と立法権の関係か
ら評価すべきであるとする。
しかし，憲法の予定している司法権と立法権と
の関係は，上記の判断枠組みによる審査について
いえば，選挙の効力についての判断という}の段
階について主に発現するものであると考えられ，
是正に要する合理的期間という|の段階について
は，従来の大法廷判決でも，判決の理由としては
明示されてこなかったところである。裁判所が選
挙制度を違憲と判断したとしても自らこれに代わ
る制度を定め得るものではなく国会の立法によっ
て行うほかないことは，選挙制度だけでなく，法
制度の多くについてあてはまることであり，政治
の安定性という要素も，平成５年大法廷判決が「国
会が議員定数配分規定を頻繁に改正することは，
政治における安定の要請から考えて，実際的でも
相当でもない」としたように，改正が人口異動に
伴って頻繁に行われるとすれば，という一般論と
していわれたことであって，議員定数の削減や選
挙制度の抜本的改革などの実際の政策的課題との
関係においていわれたものではない。
合理的期間内における是正の有無という前記|

の段階の審査は，当該区割りによる本件選挙の施
行の根拠とされた区割規定が合憲か否かの審査で
あるから，合理的期間内における是正がされたか
否かを判定する対象は，当該選挙時における区割
りそのものの内容であり，当該選挙後にその区割
りを改める改正がされたからといって，そのこと
によって当該選挙時における区割規定の合憲性の
判断が左右されるものではない。
４ いわゆる事情判決の法理について
行政事件訴訟法の事情判決の規定は，公職選挙
法の選挙の効力に関する訴訟について準用を排除
されており，通常の選挙無効訴訟では，選挙無効
の原因がある限り判決は選挙を無効とするものと
なり，違法であるが無効とはしないという判決は
ありえない。しかし，投票価値の平等の侵害を理
由とする選挙無効訴訟は，公職選挙法所定の選挙
無効訴訟の形式を借りて提起することを認めるも
のとされているものであり，従来の大法廷判決が

採用してきたいわゆる事情判決の法理も，行政事
件訴訟法の規定そのものの適用によるものではな
く，その基礎に存する一般的な法の基本原則を適
用するものであって，公職選挙法に事情判決の規
定を準用しないとの規定があることが上記の法の
基本原則を適用することの妨げとはならないので
ある。そもそも，投票価値の平等の侵害を理由と
する選挙無効訴訟の判決の内容は，憲法によって
司法権に委ねられた範囲内において，この訴訟を
認めた目的と必要に応じて，裁判所がこれを定め
ることができると考えられるのであり（昭和60年
大法廷判決における裁判官寺田治郎，同木下忠良，
同伊藤正己，同矢口洪一の補足意見参照），上記
のいわゆる事情判決の法理も，この考え方に沿う
ものといえよう。そして，上記の考え方によれば，
判決確定により当該選挙を直ちに無効とすること
が相当でないときは，選挙を無効とせず違法宣言
のみにとどめる，あるいは，選挙を無効とするが
その効果は一定期間経過後に初めて発生するとい
う判決をすることも可能であると解される（昭和
60年大法廷判決における上記４裁判官の補足意見
参照）。
本件選挙を無効としないことは，本件選挙の時
点における投票価値の平等の侵害をこの判決にお
いて直ちに是正しないことにはなるが，いわゆる
事情判決の法理によって従来示された，選挙を無
効とされた選挙区からの選出議員を得ることがで
きないままの衆議院が公職選挙法の改正を含む立
法活動を行うという憲法の所期するところに反す
る事態を回避する必要性を考慮し，かつ，本件選
挙を行うこととなった衆議院解散の日（平成24年
11月16日）に１人別枠方式の廃止と小選挙区数の
０増５減を内容とする平成24年改正法が成立し，
その後，それに基づいて区割りを改正する法改正
が成立したこと（平成25年６月24日）にみられる
ように，次回の選挙を合憲状態で行うための改正
が実現の途についたという国会の状況を考慮する
と，今回の本件選挙については，それが違法であ
ることを宣言するにとどめ無効とはしないことと
するのが相当である。
ただ，前記の平成24年改正及び同25年改正によ
る改正後の区割規定は，上記０増５減による定数
削減の対象とされた県以外の都道府県について
は，１人別枠方式によって配分された定数が維持
されており，平成23年大法廷判決が違憲であると
した１人別枠方式の実質的な廃止が実現したとは
必ずしもいえないことなど，今後の是正による次

回選挙までの違憲状態の解消の実現が確実である
というには心もとない事情があり，今後の国会の
動向いかんによっては，選挙を無効とすることが
ありえないではない。一般に，どの範囲で選挙を
無効とするかは，前述のように，憲法によって司
法権に委ねられた範囲内において裁判所が定める
ことができると考えられるのであるから，従来の
判例に従って，区割規定が違憲とされるのは選挙
区ごとではなく全体についてであると解しても，
裁判所が選挙を無効とするか否かの判断をその侵
害の程度やその回復の必要性等に応じた裁量的な
ものと捉えれば，訴訟の対象とされたすべての選
挙区の選挙を無効とするのではなく，裁判所が選
挙を無効とする選挙区をその中で投票価値平等の
侵害のごく著しいものに限定し，衆議院としての
機能が不全となる事態を回避することは可能であ
ると解すべきである。
区割規定が違憲であることが司法判断によって
確定しながら国会による改正が行われないまま選
挙が繰り返し行われ，その結果として，選挙が無
効とされるような事態が杞憂に終わることを切に
期待するものである。

最高裁判所大法廷
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（別紙１）
平成２５年（行ツ）第１５５号，第１５６号，第
１８２号，第１８３号，第１８４号，第１８５号，
第１８６号，第１８７号，第１８８号，第１８９
号，第２０４号，第２０５号，第２１４号，第２
１５号，第２１６号，第２１７号，第２１８号，
第２１９号，第２２２号，第２２３号，第２２７
号，第２２８号，第２３９号，第２４０号，第２
４１号，第２４２号，第２４３号，第２４４号

（別紙２）
１ 東京高等裁判所平成24年（行ケ）第21号選挙
無効請求事件について同裁判所が平成25年３月
６日に言い渡した判決
２ 札幌高等裁判所平成24年（行ケ）第１号衆議
院議員選挙無効請求事件について同裁判所が平
成25年３月７日に言い渡した判決
３ 名古屋高等裁判所金沢支部平成24年（行ケ）
第１号選挙無効請求事件について同裁判所が平
成25年３月18日に言い渡した判決
４ 広島高等裁判所松江支部平成24年（行ケ）第
１号選挙無効請求事件について同裁判所が平成
25年３月26日に言い渡した判決
５ 仙台高等裁判所平成24年（行ケ）第１号選挙
無効請求事件について同裁判所が平成25年３月
14日に言い渡した判決
６ 仙台高等裁判所秋田支部平成24年（行ケ）第
１号選挙無効請求事件について同裁判所が平成
25年３月27日に言い渡した判決
７ 大阪高等裁判所平成24年（行ケ）第１号ない
し第５号各選挙無効請求事件について同裁判所
が平成25年３月26日に言い渡した判決
８ 福岡高等裁判所宮崎支部平成24年（行ケ）第
１号選挙無効請求事件について同裁判所が平成
25年３月26日に言い渡した判決
９ 高松高等裁判所平成24年（行ケ）第１号選挙
無効請求事件について同裁判所が平成25年３月
22日に言い渡した判決

10 福岡高等裁判所那覇支部平成24年（行ケ）第
１号選挙無効請求事件について同裁判所が平成
25年３月26日に言い渡した判決

11 広島高等裁判所平成24年（行ケ）第６号ない
し第８号各選挙無効請求事件について同裁判所
が平成25年３月26日に言い渡した判決
（別紙３）
東京都第１区，北海道第３区，福井県第３区，島
根県第１区，宮城県第２区，秋田県第１区，大阪
府第４区，兵庫県第６区，奈良県第３区，滋賀県
第１区，京都府第６区，宮崎県第１区，香川県第
１区，沖縄県第１区並びに広島県第１区，同第２
区及び同第３区

当 事 者 目 録
平成２５年（行ツ）第１５５号上告人・同第
１５６号被上告人（原審原告）
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